
今期の国内景気ＢＳＩ値は▲5.9（前期実績▲8.8）と２期連続の下降となっ

た。米国の関税政策を巡る不透明感が強まり、国内経済への影響懸念から

不動産業、卸売業、建設業をはじめほとんどの業種で低下し、全体として

厳しい景況感が続いた。

今後の予想については、７～９月期は▲６．３と、下降が続き、続く１０～１２月期は

１．９と上昇に転じる見込み。

第１位は「原材（燃）料高」（５０．８％）、第２位は「求人難」（４３．４％）、
第３位は「受注・売上不振」（３６．７％）、第４位は「人件費負担増大」
（３５．２％）、第５位は「技能労働者不足」（１６．２％）であった。

米
国
関
税
施
策
等
の
先
行
き
不
透
明
感
か
ら
前
期
予
測
を

大
き
く
下
回
り
、国
内
景
気
・
自
社
業
況
と
も
に
下
降
が
続
く

1概要

BSI値の総括表

3 当面の経営上の問題点

4 附帯調査 -ピックアップポイント-

2

BSI
Business survey index

京都企業の

値

予
想

規
模
別
の
業
況

国
内
景
気

自
社
業
況

国
内
景
気

自
社
業
況

（注）４～６月期のBSI値は、１～３月期の景況感を基準に強気なら
「プラス」、弱気なら「マイナス（▲）」で表している。算出方法は、
上昇回答から下降回答を差し引き、２分の１を乗算。

（注）BSI値=(上昇[増加、他]-下降[減少、他])×1/2

今期の自社業況ＢＳＩ値は▲3.9（前期実績▲8.1）とややマイナス幅が縮小

したものの、依然として下降基調が続いている。高止まりする原材（燃）料価

格や人件費の増大といったコスト増に、先行き不安が重なり、多くの業種で

減収減益傾向となっている。一方で、サービス業や運輸・倉庫業が回復に

転じる等業種によりばらつきが顕著となった。

今後の予想については、７～９月期は中小企業では引き続き下降傾向で

推移するものの、1０～１２月期には大企業、中小企業ともに上昇する見込み。

国内景気動向
自社業況（総合判断）

1. 生産・売上高、工事施工高
2. 製・商品・サービス・請負価格
3. 経常利益
4. 所定外労働時間
5. 製・商品在庫
6. 資金繰り
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京都企業のBSI値 ： ５月中旬から下旬にかけて同調査を実施し、50０社中32７社から回答を得た（対象は、京都府内に本社、本店等を持つ企業）。

京都商工会議所　BSI値 検索
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今年度の賃金1 賃上げの内容2 現在の賃金水準に関する
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賃金動向について ▶ 賃上げを実施（予定含む）する企業は約8割現在の賃金水準が「負担」と回答する企業は前回調査より増加

今年度の賃上げ率6
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【 お問い合わせ 】 　企画広報部　l075-341-9750 調査結果概要は本所ホームページからダウンロードできます。調査結果概要は本所ホームページからダウンロードできます。
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62.6%
「負担と感じる」

※四捨五入による数値の
　誤差あり
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